 緩和ケアに関する「拠点病院現況報告」について　

■これまでの経過


第二期大阪府がん対策推進計画を推進するにあたり、分野ごとに5年間のアクションプランを策定。緩和ケアの普及については、取組目標として、「緩和ケアの提供体制の推進」を掲げており、取組みを推進するため、現状を捉える（実態把握）こととしている。


今回、この一環として、拠点病院の現況報告を取りまとめることとした。





※参考（国の動き）


○　平成24年6月に閣議決定された第２期がん対策推進計画で、「分野別施策と個別目標」として“がんと診断された時からの緩和ケアの推進”を明記。


➢　5年以内に、がん診療に携わるすべての医療従事者が基本的な緩和ケアを理解し、知識と技術を習得する。3年以内に拠点病院を中心としに緩和ケアチームや緩和ケア外来の充実を図る。


○　平成26年1月に、国より「がん診療連携拠点病院等の整備に関する指針（新指針）」が示され、国指定拠点病院の要件が見直された。


➢　要件改正にあたっては、「がん診療提供体制のあり方に関する検討会（4回開催）」において検討されたが、緩和ケアにかかる事項は、別途「緩和ケア推進検討会」で議論され、新指針に盛り込まれた。





■平成24年度現況報告の概要について　





＜60施設全てが「はい」と回答している項目（抜粋）＞


①　緩和ケアチームを整備し、当該緩和ケアチームを組織上明確に位置付けるとともに、がん患者に対し適切な緩和ケアを提供している。


②　緩和ケアチーム並びに必要に応じて主治医及び看護師等が参加する症状緩和に係るカンファレンスが週１回程度（定期的）開催されている。　


③　院内の見やすい場所に緩和ケアチームによる診察が受けられる旨の掲示をするなど、がん患者に対し必要な情報提供を行っている。


④　かかりつけ医の協力・連携を得て、主治医及び看護師が緩和ケアチームと共に、退院後の居宅における緩和ケアに関する療養上必要な説明及び指導を行っている。


⑤　緩和ケアに関する要請及び相談に関する担当窓口（地域に公開している連絡先）を設けるなど、地域の医療機関及び在宅療養支援診療所等との連携協力体制を整備している。


※「⑤」については、府指定拠点病院の現況報告には該当項目なし。





＜充足度の低い項目＞


①　緩和ケアチームに協力する常勤の専従又は専任の医療心理に携わる者が数が１人以上と回答している拠点病院数　4施設/14施設（28.６％）


②　地域の広報誌等で広報をしていると回答している拠点病院数　5施設/14施設（35.7%）


③　他施設でがんの診療を受けている、または診療を受けていた患者さんを受け入れていると回答している拠点病院数　8施設/14施設（57.1%）


④　緩和ケアチームに協力する社会福祉士の数が１人以上と回答している拠点病院数


　1０施設/14施設（71.4%）


⑤　緩和ケアチームにおいて身体症状の緩和に携わる専門的な知識及び技能を有する専従医師数の数１人以上と回答している拠点病院数　1０施設/14施設（71.4%）








